



















































































































































































































































































































等と示す）に規定があり、FRCP 23条 (a) に規定される４つの要件32を満
たしたうえで、FRCP 23条 (b) に定められた要件を満たす、以下の３つの
場合に認められる。すなわち、FRCP 23条 (b)(1) に基づく、個別に訴訟が
追行されると、個々のクラスメンバーについて矛盾する判決が下される恐













































クラスメンバーに届かない方法でもよいとされる。5 JAMES WM. MOORE, et al., 
MOORE’S FEDERAL PRACTICE, §23.100［4］（3d ed. 2012）. また、FRCP 23条 (b)(1) 




































































39　Eisen v. Carllisle & Jacquelin, 370 F.2d 119 （2d Cir. 1966）. クラスアクショ
ンを許可しない命令は上訴が許される（appealable order）。

























うに命じた判例として、Lewis v. Bogen.44（証券事件）と Ostapowiez v. 
42　Eisen v. Carlisle & Jacquelin, 54 F.R.D.565 （S.D.N.Y. 1972）.
43　Gray Goldberg, “EISEN Ⅲ : FLUID RECOVERY, CONSTRUCTIVE 
NOTICE AND PAYMENT OF NOTICE COSTS BY DEFENDANT IN 
CLASS ACTION REJECTED”, 73 COLUM. L. REV.1641. は、裁判所が通知費
用の負担について preliminary hearing という装置を採用しなかったことを批
判する。















ずるのは、FRCP 23条の根底にあるポリシー（“secure the just, speedy, 







































































47　Katz v. Carte Blanche Corp., 52 F.R.D. 510 （W. D. Pa. 1971）. 
































































51　ROBERT H. KLONOFF, CLASS ACTION AND OTHER MULTI-PARTY LITIGATION, IN A 
NUTSHELL, 228（5th ed. 2017）.
52　Oppenheimer Fund, Inc. v. Sanders, 437 U.S.340,356, 98 S.Ct. 2380, 57 L. 











　Oppenheimer Fund, Inc. 事件の異議申立人は、Eisen 判例は、通知に
ついて命じられた任務を代表原告と被告のどちらが果たす場合であって
も、代表原告が通知に付随する全ての費用を支払うことを常に要求してい
ると主張した。しかし、Eisen 判例の射程は、FRCP 23条 (d) に基づいて、
被告が通知を送るために必要な何らかの任務を行うよう、適切に命じられ











で、FRCP 23条 (d) に基づき、裁判所が裁量権の行使することができる。
53　ROBERT H. KLONOFF, CLASS ACTIONS AND OTHER MULTI-PARTY LITIGATION CASE 











































































































56　Oppenheimer・前掲注52, 356-360; Appleton Elec. Co. v. Advance-United 
Expressways, 494 F.2d 126, 137-138, 18 Fed.R.Serv.2d 497（7th Cir. 1974）. 被
告である州間をまたぐ運送会社が、彼らのファイルから入手することが可能で
ある、最も完全なクラスメンバーの氏名及び住所のリストを編集するように命
じられた。Hadley v. Wintrust Mortg. Corp., 2011 WL 4600623, *4（D.Kan. 
2011）では、公正労働基準法（the Fair Labor Standards Act）に基づく訴
訟において、被告に「原告に対して、潜在的なクラスメンバーの氏名・住
所・電話番号を、マイクロソフト・エクセルのような容易に編集しやすい形
式で提供する」ように命じた。Murphy v. Target Corp., 2011 WL 2413439, 
*4 （S.D.Cal.2011）; Baxter v. Kawasaki Motors Corp., 259 F.R.D.336,344 
（N.D.Ill.2009） では、クラスを認証した上で、被告に「クラスメンバーの氏名お
よび住所を提供する」よう命じた。Stoffels ex rel. SBC Telephone Concession 
Plan v. SBC Communications, Inc., 254 F.R.D.294, 299 （W. D. Tex.2008） も同
様である。In re Urethane Antitrust Litigation, 237 F.R.D. 440, 2006-2 Trade 
Gas. （CCH）¶75419（D.Kan.2006）は、反トラスト法の価格協定事件におい
て、潜在的なクラスメンバーである全ての顧客の氏名・住所および電話番号を
原告に提供するように被告に命じた。Lozada v. Dale Baker Oldsmobile, Inc., 


















ex el. Telephone Concession Plan・前掲注56, 298-299頁も同旨である。ま
た、Ferrell v. Allstate Insurance Co., 141 N. M. 72, 150 P. 3d 1022  （Ct. 
App. 2006）は、被告の顧客であるクラスメンバーへの月々の請求書の中に通
知を差し込むことを命じた。Gates v. Dalton, 67 F.R.D. 621,633 （E.D.N.Y. 















60　Argo v. Hills, 425 F. Supp. 151, 159 （E.D.N.Y 1977）は、被告が原告クラ
スのクラス認証を求めたため、被告に通知費用を負担させた。被告としても、
判決の効力を広い範囲に及ぼすことにメリットがある場合もある。
61　Milstein v. Huck, 600 F. Supp. 254, 256 （E.D.N.Y 1984）.
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62　Hunt v. Imperial Merchant Servs., Inc., 560 F.3d 1137, 1143-1144 （9th Cir. 
2009）. 





















64　Macarz v. Transworld Sys.,Inc., 201 F. R. D. 54, 58（D. Conn.2001）は、
「責任についてすでに判決で認められているので、被告がクラスに対する通知
費用を負担すべきである」という原告の主張を認めた。また、Six Mexican 
Workers v. Ariz. Citrus Growers, 641 F.Supp.259, 264 （D.Ariz.1986）は、
「被告の責任がすぐに確定されるであろう」から、通知費用の一部を被告に支
払うように命じた。Catlett v. Missouri Highway and Transp. Com’n, 589 F. 






















66　IMS は、Hunt は破産手続が開始されているので、IMS が本案上訴に勝訴
した場合に、Hunt から通知費用を回収することは不可能であるだろうと主張
した。つまり、本案上訴の結果、IMS に支払った通知費用を回復する権限が
認められたとしても、IMS は Hunt から通知費用を回収できないリスクに晒
される。この主張に対し、控訴審は、Hunt も等しく、本案上訴で勝訴した場
合に、IMS から回収する困難があり、IMS はその潜在的な債権回収の問題よ
りも、Hunt が直面する問題（地裁が IMS に通知費用を支払わせることによっ
て、その裁量権を濫用することになるかもしれないという問題）より重大であ










































68　the collateral doctorine は、中間命令が、28 U.S.C. §1291に基づいて上訴
可能であるとする。Beneficial Indus. Loan Corp., 337 U. S. 541, 546 （1949）.
69　S. Ute Indian Tribe v. Amoco Prod. Co., 2 F. 3d, 1023, 1027-28 （10th Cir. 
1993）は、Eisen に依拠して、クラス通知費用を当事者間で分担する命令を審
理する裁判権が存在すると判示した。また、In re  Victor Techs. Sec. Litg., 






る。古い論文ではあるが、シュワルツ（Kurt A. Schwarz）は、Phillips 
























70　Kurt A. Schwarz, “Due Process s and Equitable Relief in State Multistate 
Class Actions After Phillips Petroleum Co. v. Shutts”, TEX.L.REV.415
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ると結論づける。
















































72　Cartt v. Superior Court. （1995） 50 Cal.App.3d 960, 974-975.
73　California Rules of Court, Rule 3.766 (a), The Consumers Legal Remedies 
Act under Civil Code section 1781, subdivision (d), Vasquez v. Superior 
Court.4 Cal.3d 800,820 ［94 CalRptr. 796, 484 P.2d 964］）.
74　Civil Service Employees Ins. Co. v. Superior Court, 22 Cal. 3d. 362, 372-
374（1978） ［149 Cal. Rptr. 360, 584 P. 2d 497］. 「立法機関は、クラスアクショ
ンにおいて、原告か被告かのいずれかに通知費用を負担させる権限をトライア
ルコートに特に与えた。」
75　WALTER W. HEISER, CALIFORNIA CIVIL PROCEDURE, 757 （4th ed. 2017）.
76　ELIZABETH J. CABRASER, ET AL., CALIFORNIA CLASS ACTIONS & COORDINATED 
PROCEEDINGS, §8.08［1］（2d ed. 2017）.
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	 ４．おわりに
　以上のように、米国においても日本においても、その理由は異なるもの
の、原則として、通知費用は原告の負担となっている。米国においては、
当該訴訟をクラスアクションとして維持したいと考え、その代表原告の地
位につきたいと考える者こそが通知費用を負担すべきだと考えており、日
本においては、手続の原告を募るための手続であるから、そのための費用
は原告が負担すべきだと考えられている77。しかし、米国のクラスアクショ
ンの通知費用の負担について述べたように、例外的に被告に費用を転換す
る場合がある。その中でも、被告の業務上の通常の費用や、通知に関連し
た業務に付随する実質的には負担のない費用、和解の一部として被告が支
払いに同意した場合については、日本でも認めることは可能であるように
思われる。なぜならば、被告の負担の点でも問題がないし、前二者につい
ては、現行法の情報開示義務を果たすための費用とも言えるからである。
　また、米国において、サマリー判決などにより、被告の責任が確定し
ている場合には、通知費用を転換するという判例がある。その中には、
予備的審問を行って、原告勝訴の可能性が高い場合には、被告に費用を
負担させる命令を出す州もある。請求に理由があればいいのであれば、日
本の団体訴訟手続は、第一段階で被告の責任が確定しているため、費用負
担を正当化することが可能である。しかし、なぜ請求が認容されれば、通
知費用を相手方に負担させることができるのかについて、勝訴した場合に
通知費用を相手方から回収できるシステムがなければ説明がつかない。米
国における通知費用の転換は、後で回収できる費用を前もって負担させる
77　鈴木敦士「消費者裁判手続特例法案の概要」NBL1016号（2014年）37頁は、
通知・公告は、あくまでも原告を募るための手続であり、訴訟の準備行為に要
する費用にとどまるので、これを訴訟費用とはしていない民事訴訟法の原則か
ら、これを被告の負担とすることは正当化が困難であり、共通義務は確認され
たものの、個々の消費者との関係では事業者が義務を負わない場合も考えられ
るので理論的に問題があるとする。
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という、あくまでその前払いの制度であるようである。そのため、原告勝
訴の可能性が高い場合に、その通知費用が高いハードルとなって、クラス
アクションが維持できないということが起こらないようにするために、サ
マリー判決や予備的審問を行い、その本案についての一定の判断に基づい
て、通知費用の転換を判断する。したがって、わが国において、通知費用
を相手方に転換するようにするためには、そもそも相手方が敗訴した場合
には通知費用を相手方が負担するというルールが必要となる（その場合、
わが国の団体訴訟制度においてはもはや「転換」する必要はないが）。米
国において、通知費用を転換するまでして相手方にこれを負担させるのに
は、多くの理由があり、このことは注目に値する。すなわち、州法におけ
る多くの費用転換ルールの立法目的にも表れているように、相手方による
法的侵害による全ての被害の回復を認めることによって全額補償を保障す
ること、訴訟制度が濫用されないように、裁判所が訴訟運営を行えるよう
にすること、コンプライアンスに基づく正常な取引活動を行うインセン
ティブを事業者に与えることによって、社会一般にとって大きな利益を与
える訴訟を奨励すること、そもそも不法行為を罰しそれを抑止するために
費用の裁定を利用すること、特定の分野では、当事者の訴訟活動を行う上
での強さを平等化する必要があること、敗訴当事者が勝訴当事者の法的な
費用を支払うべきであるということが、相手方に通知費用を転換する理由
となっている。これらの目的を見るに、相手方に費用を負担させるルール
をわが国の制度に取り入れることは、消費者の少額多数の被害を回復する
ために作られた団体訴訟手続の目的にも合致するだろう。なぜならば、わ
が国の制度においては、通知費用は、はじめに財政的な基盤のない適格消
費者団体が負担し、対象消費者が受け取るべき賠償額等から差し引かれる
かたちで、最終的には対象消費者によって負担される可能性があることを
考えると、消費者保護の観点から、通知費用を被害消費者に負担させるべ
きではなく、そもそも少額であることが想定されている損害額等と可能な
限り近い額を賠償するように制度設計することが望ましいからである。こ
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の点は、被害消費者の団体への授権のインセンティブを高めることにも影
響するだろう。では、なぜ通知費用の負担者を相手方とすべきであるの
か。その理由は大きく二つあると思われる。第一に、そのような制度にす
ることによって、事業者が、一般的にコンプライアンスに基づき、経済活
動を誠実に行う動機づけともなりうる。そして、第二の理由は、確定判決
によって、事業者の責任が認められていることである。日本は米国の懲罰
的損害賠償のような制度を持たないので、制裁として通知費用を課すると
いう発想にはなじまないが、そもそも事業者の違法な行為が起因となって
おり、その責任が判決によって確定している以上、これによって生じた損
害額を賠償するための手続の費用を負担させることは、その額が合理的な
範囲である限り、問題はないように思われるし、むしろ負担すべきである
と考える。たとえば、リコール等で企業が自ら消費者に対して呼びかけを
行い、部品を交換するなどする際には、当然に事業者がそれらの費用を負
担することになる。それが訴訟に敗訴した後にはこのようなコストを負わ
なくてもよいというのは、違和感があり、本来事業者が負うべきものであ
るように思われる。実際に、通知費用を相手方の負担とすべきであるとい
う議論は、立法段階でも行われている78。
　相手方に通知費用を負担させるとしても、負担する費用をどのような範
囲にするかについては問題が残るが、通知方法を決定する際に、個別通知
を行うべき人数なども考慮して、合理的な額を算出することができると思
われる。また、米国における判例にも見られるように、事業者が通常の業
務の範囲で行うことができる通知に関連する事務については、直接の費用
負担ではないが、わが国における現在の制度の下でも事業者に負わせるこ
とは可能なのではないか。実際に、対象消費者を特定するための情報開示
78　山本・前掲注２・81頁。フランス法では、通知等の費用も含めて事業者の負
担となっているとのことである。また、山本・前掲注２・275頁では、相手方
が共通義務確認訴訟において敗訴していることを踏まえれば、本来は相手方が
自ら責任をもって当該金銭支払義務を履行すべきと考えることも可能であり、
将来的にはその費用を（少なくとも一定の範囲で）事業者に負担させることも
考えられてよいだろうと指摘する。
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の場面では、相手方は情報開示の義務を負い、このための費用は相手方が
負うことになるだろう79。さらに、この義務をやや拡張して、たとえば、
相手方が定期的に送信しているメールマガジン等や月々送付する請求書等
が存在する場合には、これらによって通知を行うことを可能とすれば、実
質的には費用を相手方に負担させることとなり、実際の通知費用も少額で
すむだろうと考えられる。このことは、相手方に現在課されている公表の
義務を、より実質的で積極的なものとすることであると評価することもで
きる。
　以上のように、米国クラスアクションにおいても通知費用の負担者は大
きな問題であり、代表原告が負担すべきであるという原則ルールを変更す
る判例や立法が存在している。わが国においても、消費者団体訴訟制度に
よる救済をより実効的なものとするために、通知費用について何らかの手
当をする必要があり80、相手方の実質的な協力義務をより広く認めていく
べきであると考える。
79　相手方の情報開示義務について、その根拠として「相手方が共通争点につき
すでに敗訴している点」が指摘されている。山本・前掲注２・224頁、伊藤・
前掲注８・111頁。
80　磯辺浩一「特定適格消費者団体の役割」国民生活（2016年12月）10頁は、
制度を継続的に運営するという観点から、公的支援を検討すべきだとする。
また、民間による支援についても、（一般社団法人）全国消費者団体連絡会が
「NPO 法人消費者被害防止救済基金（仮称）」の設立の提唱を行い、この基金
から特定適格消費者団体の被害回復訴訟の費用貸付等を支援対象の一つとする
予定であることを示す。なお、この提案された基金は2016年に設立し、現在
「消費者スマイル基金」として活動を行っている。
